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（1）「裏日本」論と交通の近代化

本稿の目的は，明治期以後に日本海側が衰

退したとする「裏日本」1）論や，東北論など

の地域論において，地域の発展を示す重要な

指標とされてきた交通に関し，東北地方にお

ける港湾と鉄道の利用状況から再検証を試み

ることにある。

1990年代以後公刊された裏日本に関わる著

作 2）の多くは，新潟県と何らかの関係をもっ

てきた。しかし1960年代に差別用語視さ

れ，70年代に公的使用の控えられた裏日本と

は，新潟県のみならず，本来日本海側の東北

から中国地方までを指す等質地域概念のはず

である。そして1970年代以後の裏日本問題

は環日本海や日本海の地域問題へ昇華した3）。

ところで裏日本論の先駆は，地理学者の千

葉徳爾の研究 4）である。千葉はその用語的起

源を不詳としつつも，1906年の山崎直方・佐

藤伝蔵編『大日本地誌』の例を引き，20世紀

初頭には裏日本の用語が既存していたとす

る。またそれが当初の自然的地帯区分から，

20世紀には日本海側の太平洋側に対する社

会・経済的地域格差を含む後年の用法に転化

したという。千葉論文は裏日本の実例を北陸

地方に求め，東海地方と比較して第二次産業

を指標に実証的考察を展開し，社会・経済的

地域格差を論じたものである。

この論点が前述の新潟県に関わる歴史家の

関心を喚起したが，古厩の西廻航路 （＝日本

海航路） 繁栄の退潮を裏化の起点とする観点

や，阿部も含め両者の着目する明治期鉄道政

策など交通要因に裏化の原因を求める視点

は，共に千葉論文には認められない。裏日本

を近世・近代間の全国的交通の変容に関連づ

ける論点は，1997年刊行の古厩と阿部の著作

で明確化したことになる。

西廻航路の退潮や明治期の鉄道政策の太平

洋側偏重が日本海側の裏化の促進要因と見る

1997年の両著の論点は，千葉の議論に比べて

より広域を対象とするが，近世以来の日本海

航路の鉄道開通による衰退の実態は具体的に

提示されていない。一方千葉の裏日本論の重
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海側各県に同様な水準の実証研究は既存せず

一般化が容易ではない。しかしその地域格差

が日本海側対太平洋側の各地域間ではなく，

東北地方と他地方との関係に帰せられる可能

性を示唆している。

ところで先行研究でも東北地方は裏日本論

的な日本海側と太平洋側の東西格差より，同

地方と他地方との格差が注目されてきた11）。

裏日本論に早くから着目してきた地理学や言

語学分野こそ，特に東北地方を対象から除外

する傾向は少ないが 12），地理学でも東北地方

の実例に積極的に注目したのは気候学など自

然地理学分野であった。そのため社会・経済

的地域格差の議論では新潟以西地域を主に取

り上げてきた。

明治期から経済的停滞の深刻な東北地方

は，政府の東北振興策でも野蒜築港や新潟築

港計画など13），海上輸送振興が軸になってき

た。また代表的地域論にあたる河西英通の一

連の東北論 14）でも，東北振興を港湾と鉄道

の整備に託したことが明らかにされている。

それなら東北地方における日本海側の交通機

関整備を考える際には裏日本論と併せて，東

北論的な枠組みも意識する必要がある。河西

によれば，地域格差議論において東北論と裏

日本論は決して相反するものではなく，むし

ろ親和的であるという15）。

裏日本論の重要指標の 1つである港湾と鉄

道の影響に関する東北地方の実例の検証は，

その研究の枠組みを再考するうえでも重要な

意義をもつ。そこで，本稿では日本海側の秋

田，山形，新潟 16）各県を主対象に，青森，

岩手，宮城の 3県の状況を比較しつつ東北地

方というメソスケールの地域を検証する。そ

して本稿では，Ⅱ章で対象地域の港湾の取扱

金額を指標に鉄道建設との関係を大観し，Ⅲ

章では鉄道貨物輸送の地域差を，Ⅳ章では港

湾と鉄道駅の取扱貨物内容の地域差を，各々

議論するように構成した。

要性は，単に日本海側と太平洋側の経済格差

の解明のみならず，日本海側の地域社会に太

平洋側並みの経済成長を促す志向が乏しい点

に着目したことにあった5）。千葉は，その根

拠を北陸地方の米作農業の相対的高成長の予

想と，前近代的商取引の踏襲に見出してい

た。しかし日本海側全域が米作農業の高成長

を期待できたわけではなく，千葉説を本州全

体に適用することも難しい。

（2）海から見た交通近代化と東北論

ところで日本海の呼称の成立は，地図表現

に現れた地理思想の観点から17世紀初頭と

考えられている6）。そうだとすれば，西廻・

東廻両航路の開設とほぼ同時期の17世紀前

後に，本州を日本海側と太平洋側で東西に二

分する地理観も出現した可能性が高い。

一方西廻・東廻両航路の起点と見なされる

ことの多い酒田港をめぐる豊富な商品流通史

研究 7）は，西廻航路の繁栄に関わる実証的空

隙を埋め得る成果でもある。その近年の成果

に属する葛西の研究 8）によれば，明治前期ま

での酒田は阪神方面や北海道との商品取引が

中心で，19世紀末以後の山形県内への鉄道網

拡充で，そうした近世以来の取引が鉄道によ

る京浜地方との流通関係へと再編成されたと

する。それは裏化の起点であった日本海航路

の衰退の転機が鉄道にあったことを実態から

補強した研究という意義も併せもっている。

しかし葛西に先立ち横山は，明治前期の酒田

港が商品流通において北海道との関係を強化

した一方で，太平洋側への汽船航路の整備で

東廻海運の担った関東地方への直接取引を減

退させたと指摘した9）。汽船航路開設による

山形をめぐる商品流通経路の変化は，1870年

代前期からの横浜発寒風沢 （塩釜） 中継の 「蒸

気荷」と酒田中継の大阪発の「上方荷」の競

合として，さらに以前から指摘も見られた10）。

山形県輸送史から得られる論点は，海から

見た裏日本論の再考として示唆的だが，日本
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すでに青森港と石巻港が群を抜き，ついで直

江津港，酒田港の順となっていた。青森港 20）

の優位は開拓使の設置にはじまる北海道開拓

の結節点としての機能 21）が有利に作用した

が，それは鉄道の結節点になる以前からのこ

とであった。また石巻港の繁栄は前述の「蒸

気荷」に相当する汽船航路のいち早い開設に

関わっていると考えられる。すなわち日本海

側各港湾の停滞傾向は鉄道政策の定着を待た

ずに生じていたことになる。

東北地方の本格的鉄道整備は，局地的な鉄

道を除き，日本鉄道会社による東京―青森間

鉄道建設にはじまった22）。日本鉄道会社は，

林賢徳ら士族 （旧東山社），安場保和ら在官

有志，岩倉具視ら華族の 3派が合流して1881

年 2月に首唱発起人が確定し，5月に会社創

立願書を提出，8月に仮免状を下付された23）。

仮免状では東京―青森間に，東京―前橋―大

津間が加わり，まず1884年 3月までに上野―

前橋間が開業した。ついで大宮以北区間の工

事に着手し，1891年 9月に上野―青森間が開

業した。日本鉄道線は概ね平坦区間に敷設さ

れたが，那須川―白河間や桑折―白石間など

25‰の急勾配区間も含まれた。

早くから民間で構想されながら，最終的に

「鉄道敷設法」にもとづく官設鉄道として開

業した奥羽線は，1894年12月に北線の青森

―弘前間から順次南進した。1899年 5月に南

線の福島―米沢間開業を皮切りに北進して

1905年 9月に全線開通したが，その路線の大

半は日本鉄道線と同様に内陸部に敷設された。

前述の日本鉄道の建設は当初，東京―前橋

―大津間で計画していたが，高崎―大津間に

相当する中山道鉄道は官設鉄道信越線として

建設した。ところが第一期工事線に相当した

高崎―上田間には急勾配で著名な碓氷峠が介

在し，その建設工事資材の陸揚地として直江

津が至近のため，まず「直江津線」と称して

上田―直江津間の速成を期した。ついで1885

年10月の高崎―横川間，翌86年 8月の関山

．明治から昭和戦前期の港湾と鉄道

（1）対象港湾と鉄道建設の概要

東・西廻海運はともに17世紀に起源をも

つが，比較的早くから安定性の高い西廻に対

し，東廻は1670年代の河村瑞賢による改良

で一定の安定輸送を確保した17）。そのため西

廻航路により多数の寄港地が生まれ，廻米に

関わる寄港地は都市的にも発展した。前述の

酒田湊はその代表で，それらの多くは明治期

まで繁栄を継続した。

そうした寄港地は東北地方に限っても相当

数にのぼり，本稿における裏日本論の主論点

の 1つである鉄道との関係を議論するうえで

は，少なくとも経済格差意識の高まった

1900年代を挟んで昭和戦前期に至る間の検

証が必要である。

その際に参考となる調査として，1921年に

鉄道省運輸局の実施した『港湾と鉄道との関

係調書』 （第一～三輯）18）がある。同書は港湾

と鉄道との関係に関する各鉄道局の調査報告

の集成で，その内容は足並みを揃え難い両者

の情報を併録したものである。そこで同書の

収録港湾のうち，日本海側の代表的港湾を各

県から 1例ずつ，船川 （秋田県），酒田 （山形

県），直江津 （新潟県） の各港を選び，それら

の港湾と近接する各鉄道駅を海陸連絡駅とし

て対象とした。なお，船川駅は1937年 6月に

船川港駅，酒田駅は15年 4月に最上川駅 （41

年 2月酒田港駅に改称），直江津駅は30年 4

月に直江津港駅を各々貨物駅として開設して

おり，それらも海陸連絡駅に含める。

一方，太平洋側の港湾は統計数値の入手に

配慮し，日本最初の総合的港湾統計である内

務省土木局『明治39・40年日本帝国港湾統

計』19）の港湾輸出入 （移出入） 金額から青森，

岩手，宮城の 3県で代表的な青森，釜石，石

巻の各港を選定した。

まず裏日本的地域差の顕在化に先立つ1878

年の対象 6港湾の輸出入金額を見ると （図 1），
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じて青森港の躍進によって，それとの格差が

広がってきた。1878年には顕在化していな

かったが，その後の日本鉄道線上野―青森間

および奥羽線の開通によって，名実ともに北

海道との結節点が青森に集約されてきた。そ

れとの接続を担う青森―函館間航路 （以下，

青函航路） は，開拓使が1873年頃から定期航

路の整備に着手した。1879年12月から三菱

会社が譲受，さらに85年 9月に同社と共同運

輸会社の合併で成立した日本郵船が継承し

た25）。これらの鉄道と一体化した航路が1908

年 3月の鉄道庁連絡航路開設を待たずして青

森港の独占的地位を担保した。

1906～07年の鉄道国有化が全国の幹線鉄

―直江津間，そして88年12月に同線は一挙

に上田まで，各々開業した。これらの工事が

優先されたのは，当時，両京間幹線鉄道を中

山道経路で構想していたためで 24），その変化

で必然的に上田以西区間 （後年の篠ノ井線・

中央西線相当） の建設は遅滞した。

新潟県では信越本線 （1886年 8月直江津開

業，高崎―直江津間全通93年 4月） と北越鉄

道 （1904年 5月直江津―新潟間全通） の開業

で，東京からの鉄道が日本海沿いに開通した。

（2）港湾と鉄道建設の関係

本稿の対象 6港湾間では，大観するなら総
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図１　東北地方の対象 6港の移出入取扱金額と主な鉄道路線網の推移

注：1925年度以後の民営鉄道線は必要なもののみにとどめている。
出所： 1878年の石巻港は『明治11年宮城県統計表』，釜石港は『明治15年岩手県統計書』，青森県は『明治18年青森県統計

書』，それ以外は開拓使編『西南諸港報告書』開拓使，1882によって作成。1906年と25年は内務省土木局『日本帝国
港湾統計』によるが，石巻港のみ『明治39年宮城県統計書』によって補足し，青森港は内航関係のみの数値。1940年
は内務省土木局『大日本帝国港湾統計』による。
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青森港に対し，日本海側寄港地は直通性で対

抗を試みようとしたのである。

特に樺太に対してはその典型であり，1922

年11月宗谷本線 （のちの天北線経路） の旭川

―稚内間開通と，翌23年 5月の鉄道省稚泊鉄

道連絡航路の開設まで，本州発航路の結節点

は小樽であった35）。青森港も樺太航路の重要

な寄港地ではあったが，日本海側から青森港

への寄港には津軽半島の回り込みが必要なの

に対し，日本海側発の樺太航路は直航性を活

かすことが可能であった。

1940年にはさらに末端の鉄道整備が進行

し，羽越本線―奥羽本線―東北本線の横断線

も複数となり，東北地方の鉄道網はさらに充

実した。陸の孤島的な位置の釜石は山田線開

通で，同港の取扱金額が増加し，足踏み状態

の他港を凌いで，同港のみは対青森港比の取

扱金額を伸ばした。

「河口土砂の埋没する所となり，犀々通船

に支障を来た」36）していた河口港の石巻港の

状況は，日本海側各港にもほぼ共通した。

1924年までに北日本汽船は日本海側沿岸航

路を下関経由大阪へ拡大したが，定期航路は

沿岸航路にとどまり，横断航路は存在しな

かった。ところが1928年1月に同汽船は敦賀

―清津航路開設を皮切りに，29年 4月に大阪

商船から敦賀―浦塩斯徳航路を継承し，敦賀

を拠点に日本海横断航路を相次いで開設した

（図 2）37）。それらを承けて日本海側各港は横

断航路を視野に収めた第二の港湾修築事業の

ピークを迎えることになった38）。1937年の

日中戦争後に北日本汽船は渡満経路として北

鮮航路への注目を高め，日本海汽船買収など

で横断航路の拡充に努めたが，発地は宮津以

北新潟以南に限られた39）。

「満洲国」成立前後の「日本海湖水論」40）

は環日本海時代を予感させたが，1930年代末

から40年代にかけても，新潟県がほぼ北限

であった。1926年 5月に川崎汽船による小樽

―浦塩間航路が船川に寄港し，30年 2月に開

道網の一体化を促し，その翌08年に鉄道庁

の青函航路が開設された。青森港の北海道連

絡機能が不動となり，日本郵船の青森―室蘭

間直行航路も1915年 3月で廃止された26）。さ

らに青森港は1906年に貿易港の指定を得て

開港した27）。

「鉄道敷設法」の規定する奥羽線には多数

の計画が盛り込まれ，その 1つ酒田に至る路

線として1914年12月に新庄―酒田間の新庄

線が開業し，後の羽越本線の原型となった。

その後羽越本線 28） （1924年 4月全通） や陸羽

線 （現陸羽東線，17年11月全通），酒田線 （現

陸羽西線，14年12月全通） などが相次いで

整備された。これらが明治末期の日本海側港

湾の汽船寄港向け改修を促進する第一のピー

クをもたらした29）。

これらによって地域の商品流通経路も変化

し，それが1925年の他港に対する酒田港低

迷の要因と考えられてきた30）。山形県の商品

流通史研究の結論のみに照らせば裏日本化の

端緒と見えるが，同時期に太平洋側の石巻港

も酒田港を若干上回る程度にまで取扱金額が

低下していた。

船川線開通で船川港の自港単独取扱金額は

約10倍に増加したが，対青森港比のそれはほ

とんど変化がなかった。また青森港は1925

年 8月から客載車両渡船の就航によって本格

的な貨車航送を開始し31），対北海道航路にお

ける青函航路の優位性は益々確固たるものと

なった。

1914年3月樺太庁の勧めで樺太航路に従事

する大阪商船ほかの事業者を糾合して成立し

た北日本汽船は，15年から前述の日本郵船

に代わる青森―室蘭間航路や，伏木―樺太間

航路を開設した32）。同汽船は産業立地 33）や

鉄道網整備が手薄な一方で，近世以来の蝦夷

地交易の伝統と北海道や樺太移住者を多く輩

出した日本海側 34）に航路開設の意義を見出

していた。すなわち陸路を基軸とした太平洋

側の流動における結節点として成長してきた
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海陸連絡 3駅の輸送状況を検討する （図 3）。

当初北陸，信越両本線の結節点に位置した直

江津駅の乗車人員が優位で，酒田駅がつづい

ていた。対して支線上の船川駅は上記 2駅が

溝を開けた一方で，取扱貨物トン数では 3駅

間にほとんど差がない。海陸連絡向けに最上

川駅を1915年 4月に開設した酒田や，同様に

37年6月に船川港駅を開設した船川といえど

も，海陸連絡設備の整備が直接的に港湾利用

の増加に直結していない。またいずれの駅も

港場の指定を受けたが 41），東北地方日本海側

港湾発着の定期航路は実現しなかった。もっ

とも新潟以南発着の日本海航路も，期待した

ほど奮わないことを報じた新聞記事 42）もあ

り，通説化 43）した繁栄の実態については再

検討の余地を残している。

．鉄道貨物輸送の地域差

（1）日本海側対象駅の客貨取扱状況

日本海側の対象 3港湾と，そこに接続する
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図２　北日本汽船株式会社の航路展開

田邊貞造・畠中隆輔編著『北日本汽船株式会社二十五年史』北日本汽船株式会社1939によって作成。
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（図 4），発着貨物量の伸び悩みのためといえ

よう。

（2）輸送断面と地域差

それでは日本海側対象地域は，鉄道を通じ

発送が到着を上回り，海上輸送貨物の鉄道継

送が主たる機能であった。

また各駅の客貨取扱状況を収入からみる

と，船川駅を除き概ね旅客収入が貨物収入を

上回っていた。とはいえ海陸連絡輸送の中心

は，旅客輸送ではなく，あくまで貨物輸送に

あった。

1940年度に直江津駅の貨物収入を除き，各

駅収入の伸長は，「支那事変処理，大東亜共

栄圏ノ建設，高度国防国家完成邁進ニ基ヅク

生産力拡充，国内資源ノ開発進展等ニ依ル客

貨ノ移動愈々活発化」44）という戦時体制の影

響が全国的に拡充した結果であった。しかし

一般論をよそに日本海側海陸連絡駅の取扱貨

物トン数は1939年度に減退したところが多

い （表 2参照）。

日本海側の衰退は鉄道敷設や港湾の海陸連

絡設備の遅れよりも，当時から人口減少また

は横ばいによる都市発展の低迷地域であり
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図３　対象 3駅の客貨取扱量の推移

注：1）船川駅の1916年度の数値は17年度の数値で代用し，40年度の数値は船川港駅を含む
　　2）酒田駅の数値は最上川駅，酒田車掌所支所を含んでいる。
　　3）1930年度以後の直江津駅には直江津車掌所支所 ,直江津港を含む。
出所：『鉄道統計資料』（各年度）によって作成。

( )

図４　東北地方主要都市の人口推移

出所：東洋経済新報社『日本国勢総覧』東洋経済新報社，

1927，643頁によって作成。　　　　　　　
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が高かったためであり，盛岡は鉄道依存を余

儀なくされていたことを推定させる。ところ

が1925年度には仙台が大きな壁を成し，そ

れは同市の人口が20年代以後に増加率を高

めたこととも符合する （図 4参照）。商工業の

発展で鉄道輸送依存の物流が増加し，その傾

向は1940年度にさらに顕在化した。

次に奥羽本線は全般に南部区間で貨物輸送

量が少なく，特に上りでは東北本線の約10％

の輸送トン数にとどまった。その原因は前述

の福島―米沢間の板谷峠 （最急勾配33.3‰）

と大館―弘前間の矢立峠 （同25‰）46）におけ

る重量貨物列車の通過制限によると考えられ

る。北海道発京浜向け貨物などは主に東北本

線を利用し，秋田県や山形県発着貨物に限定

して奥羽本線を通過させていたのであろう。

そして1940年代に奥羽本線は北部区間で大

きく通過トン数を伸ばしたが，南部区間は増

加がみられない。すなわち奥羽本線の貨物通

過トン数の少なさは，日本海側の産業低迷よ

りも，当該線の通過区間の勾配に起因した輸

送力限界の影響と考えられる。

それは羽越本線建設に関わる「鉄道敷設法

改正」審議にも現れている。そこでは，アプ

ト式 47）採用の信越本線碓氷峠で「時々貨物

ガ停滞ヲ致シテ居リマスガ，板谷ノ方ハ今日

（1909年12月当時：引用者） ニ於テハマダ決

シテ停滞ヲ見ルト云フヤウナコトハナイ」

が，「酒田ノ方ノ線路（後年の羽越本線：引

用者）ガ出来マスレバ一層アノ線路ノ貨物ノ

輻輳スルコトハ明カナコト」で，「板谷ノ線

路ノ将来ニ於ケル運搬力ノ不足ヲ補フ」48）必

要があるという発言もあった。

羽越本線全線開通後の1925年度の輸送断

面では，日本海縦貫輸送の開始によって秋田

に壁が形成されると，1940年代にかけて奥羽

本線北部区間は矢立峠を挟みつつも上下とも

に輸送トン数が伸張した。特に1940年度に

はさらに顕在化し，秋田以北区間には屹立す

る壁のような輸送量格差が生じ，奥羽本線経

た物流においてどのような位置にあったの

か。各駅の輸送トン数や貨物収入では，各地

点の輸送内容のみで，その路線の通過貨物の

輸送状況は明らかにならない45）。そこで東北

地方各主要幹線の路線別通過トン数に示され

る輸送断面の変化を考察する必要がある。

まず東北地方の二大幹線である東北本線と

奥羽本線の輸送断面を見ると （図 5），1915年

度の東北本線では断面図上において仙台も，

上下線双方で大きな段差を成していない。む

しろ上り盛岡方面の大きな段差は仙台の集散

貨物が鉄道開通後も港湾に近く海運依存割合
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図５　各駅間貨物発着・通過状況

　（東北本線・奥羽本線）

出所：1915年度は『鉄道院統計図表 大正 4年度』，25・40
年度は『鉄道省鉄道統計資料』（各年度）によって

作成。
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の期待の高さの証左であった。

もちろん信越本線には，新潟対京浜間貨物

の流動も含まれてはいた。しかし羽越本線全

線開通後の通過トン数は北海道発京浜向け貨

物の比重の高い東北本線上りを除き，東北本

線経路と日本海縦貫線経路の通過貨物トン数

に大差なく，通過貨物量で日本海側は太平洋

側に遜色がない。ただし前述の港湾取扱金額

での1920年代以後の太平洋側と日本海側の

格差拡大や，日本海側各港湾連絡駅の貨物取

扱量低迷も踏まえると，特に日本海側は太平

洋側より通過地域の性格が強かった。しかし

太平洋側も仙台を除き発着貨物トン数は突出

せず，それは日本海側と太平洋側間の格差よ

り，東北地方全体が北海道と本州大都市間の

通路化していたことを示唆している。

Ⅳ．取扱貨物の内容と地域差

（1）海上貨物の変化

最後に日本海側対象 3港湾の取扱貨物の内

容を見ると （表 1），1878年当時は共に北海道

発水産物と北海道向米穀貨物が目立ってい

た。また瀬戸内海側からの塩の移入も，瀬戸

内や大阪方面への西廻航路踏襲型の物流形態

が継続していたことを示している。

1895年には，まず船川港で東廻航路を活用

した対京浜との繊維関係品の移入や金属の移

出が出現した。但し当時の船川港は海陸連絡

設備も整わないため移出入金額でも他港に及

ばず 50），取扱内容が旧態依然とした 3港は共

に西廻航路踏襲の域を出なかった。しかし

1915年には船川線が開通し，3港の海陸連絡

設備がひとまず整った。それ以前の1910年

12月に船川港は土崎港と並び第二種重要港

湾に選定され，さらに14年 3月には修築工事

の国庫補助も決定した51）。

また水産品移入に関わる酒田港の港勢圏

は，北海道から樺太にまで拡大し，さらに直

江津港は近隣の油田産出物の移出へと進出

し，西廻航路踏襲を脱する傾向が顕在化しは

由貨物は秋田を挟み明確に二分された。さら

に1940年度の奥羽本線では新庄―横手間で

の上下双方の輸送トン数増加は，陸羽東線・

東北本線経由による板谷峠を回避した貨物流

動の増加を示唆している。

ついで羽越・信越両本線の輸送断面を見る

と （図 6），まず羽越本線は1925年度の新津

―秋田間には下りの酒田―秋田間に若干の通

過トン数の低下を認めるのみで，それは信越

本線直江津―新津間にもほぼ共通していた。

まさに両線によって「関西 （大阪） ト北海道

（函館） トノ間ヲ本線 （羽越本線：引用者） ト

東北本線トニ就テ見ルト其哩数ガ約百五十六

哩 （東海道経由ニ比較シテ） 短縮サレタノミ

デナク勾配曲線等モ緩和サレタノデ運輸上ニ

及ボス影響ハ甚ダ大キ」49）く，通過型輸送へ
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図６　各駅間貨物発着・通過状況

　（羽越本線・信越本線）

出所：1915年度は『鉄道院統計図表 大正 4年度』，25・40
年度は『鉄道省鉄道統計資料』（各年度）によって

作成。
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表１　対象各港の移輸入出重要品の取引数量および金額

港名 船川港 酒田港 直江津港

年度 区分 品目 数量 金額（円） 備考 品目 数量 金額（円） 備考 品目 数量 金額（円） 備考4)

一
八
七
八
年

入

塩 4,000俵 2,400 鯡 44539個1) 86,524 北海道発 塩 73,233俵 42,735 

熨斗継 125箇 1,925 鮭塩引 447850本 53,742 北海道発 蝋 2,126叺 29,095 

魚油 200樽 1,050 北海道発 塩 45,232石 36,186 生魚 27,734箇 27,906 

金引苧 600貫目 660 繰綿 21,562貫目 18,031 塩鰤並生鰤 7,902箇 27,466 

身欠鯡 300本2) 456 200本北海道発 数ノ子 57,654貫目 16,143 北海道発 材木類並挽物 66,573箇 27,023 

金額計 7,984 金額計 349,880 金額計 458,001 

出

鰰干鰕 165,150貫目 9,083 米 118,683石 491,662 49,375石北海道向け 米 189,934石 361,237 41,467石北海道向け

白米 170石 850 北海道向 酒 14,128石 84,765 13,780石北海道向け 石油 13,680箱 29,217 135箇北海道向け

焚炭 2,000俵3) 800 北海道向 大豆 5,457石 14,025 425石北海道向け 麻苧 1,168箱 24,310 

大豆 157石 534 小豆 1,323石 5,296 煙草 2,611箱 16,443 

石花菜 1,150貫目 345 糯米 690石 2,967 北海道向け 小豆 6,741俵 12,310 80俵北海道向け

金額計 11,954 金額計 600,075 金額計 493,247 

一
八
九
五
年

5)

入

呉服太物 8,400個 504,000 東京･大阪･西京発 造塩 28,876俵 47,445 米 28,000石 210,000 

小間物 3,600個 216,000 東京･大阪･西京発 石油 15,603箱 46,376 麻 3,000個 60,000 

白木綿 4,800個 144,000 東京･大阪･伯州発 玉砂糖 541,700斤 37,375 小豆 7,000石 41,300 

砂糖 11,000個 79,200 東京･大阪発 身欠 65,640〆目 30,585 莨 2,112個 27,465 

洋反物 650個 62,400 大阪･東京･横浜発 塩鱒 54,536〆目 26,705 海藻 6,000個 24,000 

金額計 14,335,431 金額計 581,165 金額計 不明

出

米 36,400石 305,760 北海道向 米 5,024石 45,216 石油 250,000箱 450,000 

銅 3,600個 64,800 東京向 草履表 1,250個 37,500 米 47,000石 357,250 

銅 3,600個 64,800 大阪向 青苧 21,500〆目 33,750 干烏賊 4,000個 340,000 

藁物 4,620個 27,720 北海道･馬関向 洋反物 310個 31,000 〆粕 30,000〆 300,000 

大小豆 2,500石 14,400 東京･伏木向 太物 230個 23,000 大豆 55,000石 296,000 

金額計 495,496 金額計 847,915 金額計 不明

一
九
一
五
年

入

セメント 6,945樽 23,960 門司･東京発 食塩 1,4751,760斤 337,892 瀬戸内海発 鰊搾粕 97,446 1,023,182 北海道発

煉瓦 31,800個 10,440 大阪発 大豆粕 78,603枚 118,998 樺太･神戸他発 石炭 99,808 758,540 〃

骨粉 25,870俵 118,998 樺太･神戸発 塩魚 63,997 370,243 〃

塩魚 444,480貫 75,507 北海道･樺太発 身欠鰊 45,597 241,664 〃

肥料 13,466？ 61,911 北海道･神戸発 食塩 302,369叺 236,668 関西地方発

金額計 70,381 金額計 1,076,761 金額計 3,320,324 

出

杉丸太 14,600石 49,600 土崎向 米穀 77,747石 972,245 北海道･横浜向 石油 27890函 100,717 北海道･下関向

杉板 2,400石 15,000 長崎向 藁工品 75,237個 164,075 北海道他 機械油 17,765函 51,441 北海道他向

米 821石 10,177 北海道･土崎向

金額計 120,247 金額計 1,223,646 金額計 285,758 

一
九
二
五
年

入

セメント 10,295 361,542 函館 食塩 15,016 833,280 坂出･三田尻ほか 塩乾魚 13,417 4,991,532 函館･古平ほか

金鉱 1,980 287,100 元山 木材 30,426 705,828 樺太･その他 石炭 112,331 2,471,282 室蘭･若松ほか

豆類 794 95,240 小樽･函館ほか 豆糟 4,545 405,000 夷 鮮魚介 2,852 2,057,892 二見･能登ほか

塩魚および乾魚 305 54,467 小樽･その他 セメント 9,800 294,000 函館･その他 セメント 14,301 858,048 函館･門司

飼料 380 37,858 小樽 石炭 11,154 223,000 北海道･神戸発 食塩 6,136 368,120 三田尻･門司ほか

計 124,569 3,787,899 計 71,884 2,630,781 計 165,931 12,265,871 

出

揮発油 44,753 4,922,830 小樽･下関ほか 藁製品 9,248 148,347 小樽･その他 鉄材 1,274 478,408 夷･澤根ほか

機械用油 13,934 1,814,215 下関･小樽ほか 米 170 32,393 飛島･その他 その他の薬品 186 347,041 澤根･小木･夷

燈油 3,788 582,775 下関･函館ほか その他物品 270 31,095 爆発薬 69 215,370 夷･澤根

石油 1,255 150,504 下関･大阪ほか 硝酸曹達 77 173,535 夷･澤根･小木

内国米 82 20,371 函館ほか 衣類及同附属品 77 92,281 澤根･その他

計 64,075 7,536,965 計 9,688 211,835 計 4,400 2,055,553 

一
九
四
〇
年

入

石炭 142,000 3,834,000 小樽･若松ほか 石炭 84,600 2,961,000 小樽･塔路ほか 石炭 205,506 7,398,216 小樽･白ノ浦･塔路ほか

礦油 24,700 1,845,600 土崎向 鉱石 7,032 281,280 古平 撒塩 12,285 229,926 伏木

セメント 18,700 748,000 八戸･函館ほか コークス 5,750 230,000 兼二浦･八幡 食塩 6,526 321,080 基隆･西中島

砂糖 6,700 2,680,000 高雄 食塩 2,322 116,100 高松･新潟 その他物品 2,695 225,898 

コークス 5,450 327,000 兼二浦･小樽ほか 鮮魚介 1,135 340,500 漁獲物･飛島

計 205,971 10,427,300 計 106,878 4,300,030 計 227,012 8,175,120 

出

礦油 87,620 7,999,010 下関･新潟ほか 藁製品 4,827 144,810 小樽･その他 雑品 114 84,898 

木材 5,250 356,000 雄基ほか 米 4,768 1,144,320 真岡･大泊ほか

外国米 1,600 320,000 小樽 木材 4,462 356,960 小樽･その他

内地米 500 130,000 小樽 製麦 787 157,400 諸港

その他物品 2,440 142,100 その他物品 1,438 198,410 

計 97,410 8,947,110 計 16,282 2,001,900 計 114 84,898 

注：1) 1 個＝20束入　2) 1 本＝24束入　3) 1 俵＝10貫目入　4) 北海道向け数値は1879年分　5) 1895年の直江津港は原典集計が入出間で逆と判断したため変更している。酒田港は

　　酒田水陸運輸株式会社『明治卅二年従一月至十二月酒田水陸運輸株式会社扱最上川貨物輸出入統計表』の数値を出入で読み替えたもの。6) 単位のないものは「噸」

出所：1878年は開拓使編『西南諸港報告書』開拓使,1882，1915・25年は内務省土木局『大日本帝国港湾統計』（各年度)，それ以外は各県『県統計書』（各年度)によって作成。
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1905年度に直江津駅の到着品目を，1895・

1915年の直江津港移出貨物との関係で見る

と，米，肥料 （港湾では〆粕），塩乾魚及介

蟲 （港湾では干烏賊），石油など主要品で整

合がみられた （表 2）。

また1920・22年度の各駅の状況を15・25

年度と比較検証すると，船川駅の発送ではセ

メントと大豆 （港湾の豆類），到着では木材

（港湾の杉丸太，杉板） と石油類 （港湾の石油

ほか各種油） と内米や米 （港湾の内国米） に

整合が認められる。船川港では，雄物川河口

の土崎港が大型船の停泊や避難に困難を来し

たため，杉丸太の継送を貨車積みではなく，

同港への回漕によって輸送費を低減していた

と考えられる。

酒田駅と最上川駅の発送では塩干魚 （港湾

の塩魚），木材，塩 （港湾の食塩） が，到着で

は米 （港湾の米穀） が各々整合している。最

上川を通じた山形県内各地産品の基幹取扱港

の酒田では，海陸連絡のみならず，米は鉄道

と海上の双方を用い，仕向地から鉄道では迂

回経路となる横浜や，積み替えを要する北海

道，さらに輸送困難な沖合の飛島などに海路

利用で運ばれた。

さらに直江津駅の発送では石炭，塩干魚

（港湾の塩魚），塩 （港湾の食塩），海産肥料

（港湾の身欠鰊） に整合が認められ，これら

主に北海道産品を鉄道で内陸周辺地域に配送

していた。それに対して鉄道では米の入出荷

がともに多いが，これらは港湾を介さず，周

辺産米を内陸他地域に転送する輸送と推定さ

れる。また直江津町周辺に立地した工場で生

産された化学薬品類も鉄道発送の上位には入

らず，鉄道輸送の困難な佐渡島などへの海上

輸送を主に担っていた。

．まとめ―裏日本論と東北論をめぐって

本稿では，裏日本論や東北論で重要な指標

とされてきた交通について，特に港湾と鉄道

の利用状況の実証的検証から再考を試みた。

じめた。北海道連絡の継送鉄道貨物の青森港

集約のなかで，酒田港にみられる樺太への港

勢拡大は，取扱金額で青森港との開きの解消

は困難ながら （図 1参照），直通性を活かした

新たな対応であった。

さらに羽越本線開通後の1925年に日本海

側各港の港勢は，船川港では対岸の元山から

の金鉱の輸入や，直江津港に倣った石油製品

の移出が現れた。また酒田港は，引き続き樺

太との関係を強化して木材移入を開始した。

一方，直江津港の後背地に進出した日本曹達

（1920年）52），信越窒素肥料 （27年）53），日本ス

テンレス （35年）54）などの工場 （括弧内は進

出年） が，原料・製品輸送で同港を使用し55），

精錬用と推定される佐渡などへの化学薬品の

近距離取引が増加した。

船川港や直江津港は台湾や樺太，酒田港は

朝鮮半島も港勢圏に編入し，日本海側各港は

「日本海湖水化論」的様相を強めた。その結

果1930年代に青森港は樺太への影響力が減

退し （図 7），青函連絡への特化を強めるよう

になった。

（2）海陸連絡貨物の状況

日本海側対象 3海陸連絡駅の取扱貨物トン

数は，早くから最上川駅の開設をみていた酒

田駅を除けば 「発送＞到着」 の傾向にあった。

北
海
道
以
外

( )

北
海
道
向
け

( )

図７　青森港内国航路入港汽船の仕出地の推移

出所：青森市役所編『青森港湾史』青森市役所，1933，
146頁。
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集約する青森港との競合・差別化のなかで

生じていた。

2. 東北地方の幹線鉄道は，青森を結節点に京

浜地区を結ぶ太平洋側と，関西地区を結ぶ

日本海側に機能分化し，各経路の形成時期

の差はともかく，共に通過型路線の傾向を

もっていた。

3. 日本海側対象 3港やその海陸連絡 3駅の取

扱貨物内容から，1890年代までの港湾取扱

品目は西廻り航路時代を踏襲した輸送が多

かったが，1910年代以後は各地域の輸送に

特化傾向が現れた。また後背地からの鉄道

集荷貨物の海上輸送は少なく，逆に海上輸

送貨物の鉄道による後背地配送が多かった。

これら本稿で明らかになった内容をみる

と，裏日本化の起点とされてきた1900年代

は，東北地方の場合には日本海側港湾の衰退

というより，鉄道による陸上輸送体系の変化

によって対北海道発着貨物が青森港に集約さ

れた時期であった。

裏日本論は，近世まで西廻り航路の盛行に

よって栄えた日本海側が，明治期以後太平洋

側に比べて鉄道網整備の遅れによって経済的

に停滞したとし，それを裏化の原因と考えて

きた。しかし，その商品流通の差違に踏み込

んだ議論にまでは至っていなかった。また酒

田港の豊富な商品流通に関する先行研究から

は，裏日本論の日本海側と太平洋側の対照性

のみならず，東北全体の地域的停滞を議論す

る東北論との関わりも視野に入れるべきこと

が示唆されていた。

それらの先行研究に導かれ東北地方に着目

し，日本海側から船川・酒田・直江津の 3港

を，比較事例として青森，太平洋側から釜

石・石巻の各港を，各々取り上げ，明治初年

から1940年に至る約60年間の海陸輸送体系

の変化を明らかにした （図 8）。その結果は以

下のようにまとめられる。

1. 裏日本論で日本海側港湾の衰退とされてき

た現象の多くは，対北海道輸送の結節点を

表２　日本海側対象海陸連絡各駅の取扱量上位 5品目の移輸入出取引トン数



64―　　―

〔付記〕

本研究の調査および資料収集には JP16K0320

の一部を使用した。特に，史料の閲覧では酒田

市立図書館光丘文庫にご配慮を頂いたことを付

記しておきたい。

 〔注〕

 1） 後述のように現在は差別的含意に配慮して

カギ括弧を付すのが通例となっているが，

本稿では煩瑣になるため以下「　」を省略

する。

 2） ①阿部恒久『近代日本地方政党史論―「裏

日本」化の中の新潟県政党運動―』芙蓉書

房出版，1996，②古厩忠夫『裏日本―近代

日本を問いなおす』（岩波新書522）岩波書

店，1997，③阿部恒久『「裏日本」はいかに

つくられたか』日本経済評論社，1997，④

芳井研一『環日本海地域社会の変容―「満

蒙」・「間島」と「裏日本」―』青木書店，

2000，⑤頸城野郷土資料室編『「裏日本」文

化ルネッサンス』社会評論社，2011などが

ある。これらの著者の多くを，新潟県や新

潟大学出身（在職）者が占めている。

 3） 金田一郎『環日本海経済圏―その構想と現

実―』（NHKBOOKS795）日本放送出版協

東北地方の日本海側は西廻航路が衰退し，

鉄道網形成が太平洋側に遅れをとっていたと

しても，それが裏化の根拠とはいい難い。東

北地方では太平洋側各港といえども，日本海

側に大きく溝を開けるほどの港勢の発展は見

られず，また東北本線の輸送断面に沿線で大

きな格差を生じるのは，戦時体制下の1940

年代以後であった。海陸交通の実態から見る

限り，近代東北地方の地域格差は太平洋側対

日本海側より，青森対その他の沿岸都市，換

言するなら両海岸地域ともに北海道との通路

化していた点において，裏日本論より東北論

に親和的であったと考えられる。

現代の東北地方では，太平洋側内陸部を東

北新幹線と東北自動車道が縦貫しているが，

日本海側は鉄道と道路ともに縦貫高速交通網

が未整備である。本稿の結論に照らせば，む

しろ現代こそ裏日本論に親和的な状況にある

が，本稿はその転換点を見極めることが叶わ

なかった。今後に残した重要な課題といえよ

う。

 （奈良大学）

▲
Ｎ ▲ ▲Ｎ Ｎ
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主な和船航路
主な汽船航路

鉄道連絡航路
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主な沿岸航路
主な官設鉄道線
主な私設鉄道線
その他の鉄道線
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主な国有鉄道支線
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●青森
●船川
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●新潟

●ストク
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●函館
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大泊

●
清津

図８　東北地方の海陸輸送体系の変遷

注：各線の太さは輸送量の多寡に対応させて表現している。



65―　　―

先駆的である。

14） 河西英通が東北という地域を問うたのは①

河西英通『近代日本の地域思想』窓社，

1996が早いが，地域格差をより明瞭化した

のは②河西英通『東北―つくられた異境―』

（中公新書 1584）中央公論新社，2001と③河

西英通『続・東北―異境と原境とのあいだ

―』（中公新書1889）中央公論新社，2007 で

ある。

15） 前掲14）②88－89頁。

16） 新潟県の「地方」分類が微妙な点は前掲 15）

でも指摘されるところである。

17） 渡辺信夫『日本海運史の研究』（渡辺信夫歴

史論集 2）清文堂出版，2002，211－217頁。

なお本稿での港湾名称は，近世以前を湊，

明治期以後を港と標記して区別することと

した。

18） 復刻：日本経済評論社，2003。その刊行の

意図は老川慶喜「『港湾と鉄道との関係調

書』解題」（老川監修『港湾と鉄道との関係

調書　第一輯』日本経済評論社，2003）1－

13頁を参照。

19） ①復刻：雄松堂，1994～95。なお同書の

「輸出入」とは現用では「移出入」と表現す

べき国内流通を原則としている。またそれ

らは「内国貿易」と通称され，②山口和雄

『明治前期経済の分析』東京大学出版会，

1956，第五章で明治初年の全国的な動向が

整理されている。

20） 明治初期以前の青森は東北地方の松前藩へ

の米穀積出地に過ぎなかったが，廃藩置県

後に大坂 （阪） や江戸 （東京） への廻米の必

要性が減じたことで，早くも北海道への積

出地としての地位が高まったとされる （浅

倉有子『北方地域と近世社会』清文堂出

版，1999，311頁）。

21） 青森港の1877年の北海道向けの米の輸出高

は全体の90％以上に及び，また北海道産水

産物が同年の輸入額の14％を占めた（前掲

19）②117－118頁）。

22） 日本国有鉄道編『日本国有鉄道百年史　第

二巻』交通協力会，1970，415－479頁。

23） 中村尚史「解題―日本鉄道―」（老川慶喜・

中村編『日本鉄道会社』（明治期私鉄営業報

会，1997，中藤康俊『環日本海経済論』大

明堂，1999など。また特論的なものとして

内藤正中『日本海地域の在日朝鮮人』多賀

出版，1990など。

 4） ①千葉徳爾「いわゆる『裏日本』の形成に

ついて―歴史地理的試論―」歴史地理学紀

要6（産業革命期前後の歴史地理），1964，

165－180頁，②千葉徳爾「いわゆる『裏日

本』の形成について（第二報）―商品取引

組織からみて―」歴史地理学紀要 8（明治

後期の歴史地理），1966，91－106頁。

 5） 前掲 4）①173－179頁。

 6） 青山宏夫『前近代地図の空間と知』校倉書

房，2007，第三・四章。

 7） 日本海側河口港の商品流通史研究は数多い

が，長期的により多くの論者が取り組んだ

点で山形県の最上川水運および河口の酒田

港の研究は出色である。代表的なもののみ

でも，①長井政太郞『山形県交通史』不二

出版，1976，②横山昭男『近世河川水運史

の研究―最上川水運の歴史的展開を中心と

して―』吉川弘文館，1980，さらに③葛西

大和「明治・大正期の山形県における商品

流通の変化」歴史地理学39－4，1997，1－24

頁，④葛西大和「1870 年代から1910 年代に

至る最上川舟運の変化」地理学評論 71A－

11，1998，824－844頁などがある。

 8） 前掲 7）③19頁。

 9） 横山昭男「明治前期における酒田港移出入

物資の動態―地域産業と国内市場の発展に

関連して―」山形史学研究 12，1976，1－14

頁。

10） 前掲 7）①162頁（当該論文初出1942年）。

11） 前掲 2）②12－15頁。

12） 地理学では地理 7－2，1962「特集：裏日本」，

言語学では方言研究年報（広島大学）5，

1962「特集：日本語方言の裏日本系統線」，

言語生活（筑摩書房）360，1981「特集：裏

日本から日本海側へ」などがその例である。

13） 交通史研究では増田廣實『近代移行期の交

通と運輸』岩田書院，2009，第三部（論文

初出は1980～94年）が，土木史研究では松

浦茂樹『明治の国土開発史』鹿島出版会，

1992，第 3章（論文初出は1990年）などが



66―　　―

月）『大正十五年五月　第二期酒田築港資

料』 （酒田市立図書館光丘文庫所蔵） 所収。

39） 前掲32）124－153頁。新潟以北日本海側各港

にも満韓連絡航路開設の機運はあったが

（前掲14）②116頁など），結果的に定期航路

にまで成長することはなかった。但し1934

年から嶋谷汽船が酒田―北鮮航路を開き，

その実績をもとに山形県に対し定期航路補

助申請を行おうとしていたとする記録があ

る（酒田港利用計画委員会「酒田港利用計

画委員会議案」〔昭和 12 年6月〕〔前掲38）

『第二期酒田築港資料』所収〕）。ところが嶋

谷汽船の酒田港定期航路が実現したという

事実は確認できない（松浦章「嶋谷汽船会

社と日本海定期航路」或問 28，2015，1－14

頁）。それは東北日本海側各港の経済的限界

もさることながら，地勢的理由や貨客の発

生量の差が原因であろう。

40） 前掲14）③105－123頁。

41） 男鹿市史編纂委員会編『船川開港史―築港

五十周年記念―』男鹿市役所，1961，71－84

頁。

42） 「意外に振はぬ新潟，敦賀二港―満洲国大阪

辯事處長視察団」『満洲日日新聞』1939 年3

月2日付朝刊（11842号），4面。

43） 清津や羅津を通過する日本海ルートは満洲

事変後の形成で，満洲産業開発五箇年計画

との関係で進行した（加藤圭木『植民地期

朝鮮の地域変容―日本の大陸進出と咸鏡北

道―』吉川弘文館，2017，214頁）とされて

きたが，その利用実態は別稿で検討する。

44） 鉄道省編『昭和十五年度鉄道統計　第一編

運輸・経理・職員』鉄道省，1942，1頁。

45） その例が郷土研究部「奥羽鉄道の開通と最

上川水運の消滅―明治期山形県における移

出入物資と交通の発達との関連に関する研

究―」郷土研究 5 （山形中央高等学校郷土研

究部），1969，15－32頁であり，奥羽本線の

開通が最上川水運の全国的つながりを弱

め，局地的機能を強めたとするが，山形県

という局地的視点に限定した指摘といわざ

るをえず，奥羽線の通過型輸送の限界には

配意していない。

46） 日本国有鉄道編『日本国有鉄道百年史　第

告書集成1）日本経済評論社，2004，ⅲ－ⅹ

ⅵ頁。

24） 近年再検討の進む両京間鉄道構想の変化

は，松永直幸「中山道鉄道の採択と東海道

鉄道への変更―東西両京連絡鉄道に関する

三つの問題―」日本歴史 755，2011，63－79

頁を参照。

25） 日本国有鉄道青函船舶鉄道管理局編『青函

連絡船史』日本国有鉄道青函船舶鉄道管理

局，1970，30－33頁。

26） 日本経営史研究所編『日本郵船株式会社百

年史』日本郵船株式会社，1988，844頁。

27） 青森市役所編『青森港湾史』青森市役所，

1933，45頁。

28） 国有鉄道では1909年10月以後路線の二段階

式区分となったため標記を区分する。

29） 酒田鉄道速成同盟会「横断線ト北海道ニ関

スル資料」（明治 41 年 10 月）酒田河口同盟

会調査部（荒木幸吉）『自明治三十五年至□ 

酒田河口書類　控』（酒田市立図書館光丘文

庫所蔵）所収。

30） 前掲 7）③14頁。

31） 前掲25）59頁。

32） 田邊貞造・畠中隆輔編著『北日本汽船株式

会社二十五年史』北日本汽船株式会社，

1939，35－42頁。

33） 前掲 2）③図3－1によれば，明治前期日本海

側の官営産業施設はほぼ鉱山に限られた。

34） 北陸と東北の日本海側が北海道移民の主要

送出地域であったことは前掲 2）③表2－22

から明白である。また東北からの樺太移住

者は必ずしも数値的に日本海側優位とはい

えないが（三木理史『移住型植民地樺太の

形成』塙書房，2012，表4－2），北海道から

の再移住者が相当数に及ぶことを踏まえれ

ば，総じて日本海側の送出割合が高いこと

にはなるであろう。

35） 日本国有鉄道青函船舶鉄道管理局編『稚泊

連絡船史』日本国有鉄道青函船舶鉄道管理

局，1974，32頁。

36） 内務省土木局編『日本の港湾　第一巻』港

湾協会，1924，127頁。

37） 前掲32）87－123頁。

38） 酒田海運業組合「酒田港現況」（大正15年 7



67―　　―

1880 年とされ，まずはそれ以後に東京廻米

が増加したとされている（前掲41）5－6頁）。

51） 前掲41）54－66頁。

52） 企画本部社史編纂室編『日本曹達 70 年史』

日本曹達株式会社，1992，15頁。

53）日本ソーダ工業会編『日本ソーダ工業百年

史』日本ソーダ工業会，1982，1056頁。

54） 日本ステンレス五十年史編さん委員会編

『白い鋼―日本ステンレス五十年史―』日本

ステンレス株式会社，1984，24－39頁。

55） 直江津町役場『直江津港湾座談会速記録』

直江津町役場，1935（上越市立直江津図書

館所蔵），6－7頁。

三巻』交通協力会，1971，608－615頁。

47） 最急勾配66.7‰を登坂するため，特殊なラッ

クレールを用いた鉄軌道のシステムを指し

ている。

48） 「第二十回鉄道会議議事速記録　第一号」

（野田正穂ほか編『明治期鉄道史資料第Ⅱ期

第 2集鉄道会議議事録・鉄道論集他　第12

巻』日本経済評論社，1988）14頁（発言

者：平井晴二郎）。

49） 鉄道省長岡建設事務所ほか編『羽越線建設

概要』鉄道省長岡建設事務所ほか，1924

（京都大学工学部地球工学科図書室所蔵），2

－3頁。

50） 船川の地形的安全性から汽船入港の最初は




